
令和８年厚木市議会第１回会議提出案件一覧表 

 

議案第１号 工事請負契約の締結について 

議案第２号 令和７年度厚木市一般会計補正予算（第７号） 



議案第１号 

 

 

工事請負契約の締結について 

 

 

次のとおり請負契約を締結する。 

 

１ 契約の目的  厚木市斎場火葬炉増設事業 

２ 履 行 場 所  厚木市下古沢５４８番地 

３ 契 約 金 額  ２４９，８１０，０００円 

４ 契約の相手方  新潟県新潟市北区島見町３３０７－１６ 

富士建設工業（株） 

代表取締役 鳴海 利彦 様 

５ 履 行 期 限  令和８年１２月３１日 

 

 

令和８年１月２１日提出 

 

 

厚木市長  山 口 貴 裕 

 

 

 

提案理由 

厚木市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に

より、議決を求める。 



 

 請負契約状況 

 

契約の目的 厚木市斎場火葬炉増設事業 

履行場所 厚木市下古沢548番地 

契約の相手方 

新潟県新潟市北区島見町3307－16 

富士建設工業（株） 

代表取締役 鳴海 利彦 様 

契約金額 249,810,000円 

履行期限 令和８年12月31日 

参考資料 



１ 契約の目的 

厚木市斎場火葬炉増設事業 
 

２ 事業概要 

  火葬炉増設 

(1) 火葬炉設備 

 ア 標準炉（３号炉） １炉 

イ 大型炉（６号炉） １炉 

(2) 燃焼設備 

(3) 排ガス処理設備 

(4) 排気設備 

(5) 電気計装設備ほか 

 

３ 契約方法 

地方自治法施行令第167条の２第１項第２号による随意契約 

 

４ 見積参加者及び結果（見積合わせ執行日：令和８年１月５日） 

番号 事業者名 
見積価格 

（単位：円） 
備考 

１ 富士建設工業（株） 227,100,000 
決 定 

 249,810,000円 

※ 予定価格（消費税抜き）は、235,500,000円。決定価格（249,810,000円）は、見積

価格（227,100,000円）に消費税額（22,710,000円）を加算した金額です。 

 

５ 仮契約日 

  令和８年１月７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚木市斎場火葬炉増設事業 
 

位置図 
 

 
 
 

履行場所 

 

小鮎公民館 



 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

配置図 

第 2 告別室 第 3 告別室 第２告別室裏の炉室２に３号炉（標準炉） 

第３告別室裏の炉室３に６号炉（大型炉） 

を増設 

炉室２ 炉室３ 



（議案第２号） 

令和８年厚木市議会第１回会議 

令和７年度 

厚木市一般会計補正予算（第７号） 





議案第２号 

令和７年度厚木市一般会計補正予算（第７号） 

令和７年度の厚木市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ873,180千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ115,716,217千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

令和８年１月２１日提出 

厚木市長 山 口 貴 裕 
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

第１表　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳　入１
（単位：千円）

５５ 国庫支出金 　  19,901,059 873,180　  20,774,239

１０ 国庫補助金 　   7,180,735 873,180　   8,053,915

　 114,843,037 873,180　 115,716,217歳 入 合 計

款 項 補正前の額 正　額補　 計

（単位：千円）

３５商工費 　   3,060,011 873,180　   3,933,191

　５商工費 　   3,060,011 873,180　   3,933,191

歳 出 合 計 　 114,843,037 873,180　 115,716,217

２ 歳　出
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第２表  繰 越 明 許 費 補 正

１　追　加   (単位：千円）

873,180

金　額款 項 事　業　名

35 商工費  5 商工費 あつぎ暮らし応援事業
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令和７年度 

厚木市一般会計補正予算 

（第７号）に関する説明書



１　総　括

款

（歳　入）

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

５ 市税 ４５，６４３，８９４

１０ 地方譲与税 ５２９，８６６

１５ 利子割交付金 １４，０００

１８ 配当割交付金 ２７０，０００

２１ 株式等譲渡所得割交付金 ２７０，０００

２３ 法人事業税交付金 ８４５，０００

２４ 地方消費税交付金 ６，３０８，０００

２７ ゴルフ場利用税交付金 １３８，０００

３１ 環境性能割交付金 １１８，０００

３３ 地方特例交付金 ２１３，０００

３５ 地方交付税 ３０，０００

４０ 交通安全対策特別交付金 ３８，０００

４５ 分担金及び負担金 ３８６，８８８

５０ 使用料及び手数料 １，２５７，５２０

５５ 国庫支出金 １９，９０１，０５９

６０ 県支出金 ７，２８６，４６３

６５ 財産収入 ２９８，８４３

７０ 寄附金 １，３００，０００

７５ 繰入金 ９，１６７，４０２

８０ 繰越金 ３，９０１，２８０

８５ 諸収入 ６，５２７，２２２

９０ 市債 １０，３９８，６００

１１４，８４３，０３７歳 入 合 計

補正前の額
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４５，６４３，８９４ ３９．５

５２９，８６６ ０．５

１４，０００ ０．０

２７０，０００ ０．２

２７０，０００ ０．２

８４５，０００ ０．７

６，３０８，０００ ５．５

１３８，０００ ０．１

１１８，０００ ０．１

２１３，０００ ０．２

３０，０００ ０．０

３８，０００ ０．０

３８６，８８８ ０．３

１，２５７，５２０ １．１

８７３，１８０ ２０，７７４，２３９ １８．０

７，２８６，４６３ ６．３

２９８，８４３ ０．３

１，３００，０００ １．１

９，１６７，４０２ ７．９

３，９０１，２８０ ３．４

６，５２７，２２２ ５．６

１０，３９８，６００ ９．０

８７３，１８０ １１５，７１６，２１７ １００．０

補　正　額 計 構　 成　 率

（単位：千円・％）
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（歳　出）

款

５ 議会費 460,615 460,615

１０ 総務費 13,210,192 13,210,192

１５ 民生費 45,423,062 45,423,062

２０ 衛生費 11,890,484 11,890,484

２５ 労働費 313,700 313,700

３０ 農林水産業費 808,759 808,759

３５ 商工費 3,060,011 873,180 3,933,191

４０ 土木費 16,531,000 16,531,000

４５ 消防費 3,807,007 3,807,007

５０ 教育費 13,480,683 13,480,683

６０ 公債費 5,757,524 5,757,524

７０ 予備費 100,000 100,000

114,843,037 873,180 115,716,217歳 出 合 計

補正前の額 補　正　額 計
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国庫支出金 市 債 そ　の　他
一般財源

特 定 財 源

（単位：千円・％）

0.4

11.4

39.2

10.3

0.3

0.7

873,180 3.4

14.3

3.3

11.6

5.0

0.1

873,180 100.0

補　正　額　の　財　源　内　訳

構　成　率

県支出金
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補正前の額 補　正　額 計

２　歳　入

款 項 目

55 国庫支出金 19,901,059 873,180 20,774,239

10 国庫補助金 7,180,735 873,180 8,053,915

94物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 1,015,009 873,180 1,888,189

114,843,037 873,180 115,716,217歳 入 合 計
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区 分

節

金 額
説 明

5物価高騰対応重点 873,180 1　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金増
支援地方創生臨時
交付金

【財政課】
873,180

５５国庫支出金

（単位：千円）
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３　歳　出

35 商工費 3,060,011 873,180 3,933,191

3,060,011 873,180 3,933,1915 商工費

10 商工振興費 2,579,732 873,180 3,452,912 873,180国庫支出金

114,843,037 873,180 115,716,217歳　　出　　合　　計

補正前の額 補　正　額 計款 項 目
金　　額区　分

補正額の財源内訳
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1 報酬 2,849 1  商業活動振興事業費増　……………………      【商業観光課】
873,180

3 職員手当等 3,953 (1) あつぎ暮らし応援事業費
873,180

4 共済費 849

9 旅費 120

11 需用費 400

12 役務費 8,470

13 委託料 76,539

19 負担金、補助及び交付金 780,000

区 分 金　　額
説 明

節

３５商工費

（単位：千円）
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１　一 般 職

（1）総　　括

人 千円 千円 千円

 (　)内は、短時間勤務職員（再任用）及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占

千円 千円 千円 千円 千円

ア 会計年度任用職員以外の職員

人 千円 千円 千円

 (　)内は、短時間勤務職員（再任用）であり、外書きである。

千円 千円 千円 千円 千円

補　　正　　予　　算　　給　　

区 分 職　員　数
給 与

1,691,602 6,692,279 6,693,180

報 酬 給 料 職 員 手 当 等

6,692,279 6,689,227

0

補　 正　 後
(1,710)

1,552

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 特殊勤務手当

1,552

比 較
(2)

2,849 0 3,953

補　 正　 前
(1,708)

1,688,753

補 正 前 200,000 138,535 1,175,304 180,000

補 正 後 200,000 138,535 1,175,304 180,000

17,000

17,000

区 分 職　員　数
給 与

比　　較 0 0 0 0 0

報 酬 給 料 職 員 手 当 等

6,221,833 5,950,622

0

補　 正　 後
(112)

6,221,833 5,953,517
1,427

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 特殊勤務手当

1,427

比 較
(0)

0 2,895

補　 正　 前
(112)

補 正 前 200,000 115,468 1,101,039 180,000

補 正 後 200,000 115,468 1,101,039 180,000

17,000

17,000

比　　較 0 0 0 0 0
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千円 千円 千円 千円

める職員に比し短い職員であり、外書きである。

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　与　　費　　明　　細　　書

 費
共　済　費 合 計 備 考

15,077,061 2,713,874 17,790,935

計

15,070,259 2,713,025 17,783,284

時間外勤務手当 管 理 職 手 当 期末勤勉手当 退 職 手 当

6,802

児 童 手 当

849 7,651

485,028 265,000 3,878,740 209,000 140,620

487,923 265,000 3,879,798 209,000 140,620

 費
共　済　費 合 計 備 考

計

2,895 0 1,058 0 0

12,172,455

12,175,350 2,383,737 14,559,087

2,383,737 14,556,192

時間外勤務手当 管 理 職 手 当 期末勤勉手当 退 職 手 当

2,895

児 童 手 当

0 2,895

454,149 265,000 3,278,246 200,000 139,720

457,044 265,000 3,278,246 200,000 139,720

2,895 0 0 0 0
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イ 会計年度任用職員

人 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

（2）給料及び職員手当等の増減額の明細

千円

　普通退職等による退職手当の増

（3）給料及び職員手当等の状況
ア 職員１人当たり給与

円

区 分 職　員　数
給 与

報 酬 給 料 職 員 手 当 等

補　 正　 後
(1,598)

1,691,602 470,446 739,663
125

125

比 較
(2)

2,849 0 1,058

補　 正　 前
(1,596)

1,688,753 470,446 738,605

0

 (　)内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員に比し短い職員であり、

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 地 域 手 当

補 正 後 23,067 74,265

住 居 手 当 特殊勤務手当

比　　較 0 0

補 正 前 23,067 74,265

区　　分 増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳

そ の 他 の 増 減 分 3,953

区　　分 一般職平均給与月額

職 員 手 当 等

制度改正に伴う増減分
3,953

補　　正　　後 463,363

補　　正　　前 463,206
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千円 千円 千円 千円

外書きである。

千円 千円 千円 千円 千円 千円

 費
共　済　費 合 計 備 考

計

2,901,711 330,137 3,231,848

329,288 3,227,092

3,907

2,897,804

849 4,756

児 童 手 当

30,879 601,552

時間外勤務手当 管 理 職 手 当 期末勤勉手当 退 職 手 当

9,000 900

9,000 900

0 1,058 0 0

30,879 600,494

説 明 備 考

あつぎ暮らし応援事業に伴う職員手当等の増
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